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(3) 定款の変更 

ＮＰＯ法人が定款を変更する際には、定款で定めるところにより、社員総会の議決を経な

ければなりません(法 25①)。社員総会の議決は、社員総数の２分の１以上が出席し、その出

席者の４分の３以上の多数をもってしなければなりません(定款に特別の定めがある場合に

は、この限りではありません。)(法 25②)。 

なお、社員総会の議決にあたり、当該提案につき社員の全員が書面又は電磁的記録により

同意の意思表示をしたときには当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったとみなされ

ます(法 14 の９①)。 

    

ア  認証が必要な場合 

ＮＰＯ法人は、次の(ｱ)～(ｺ)に掲げる事項に関する定款の変更を行う際には、所轄庁

の条例で定めるところにより、当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び

変更後の定款を添付した書類を所轄庁に提出し、所轄庁の認証を受ける必要があります

(法 25③④)。 

    (ｱ) 目的 

    (ｲ) 名称 

    (ｳ) その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

    (ｴ) 主たる事務所及びその他の事務所の所在地(所轄庁の変更を伴うものに限ります。) 

    (ｵ) 社員の資格の得喪に関する事項 

    (ｶ) 役員に関する事項(役員の定数に係るものを除く) 

    (ｷ) 会議に関する事項 

    (ｸ) その他の事業を行う場合における、その種類その他当該その他の事業に関する事項

(ｹ) 解散に関する事項(残余財産の帰属すべき者に係るものに限ります。) 

(ｺ) 定款の変更に関する事項 

     

(注) 当該定款の変更が、上記(ｳ)及び(ｸ)の事項に係る変更を含むものである時には、

当該定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書及び活動予算書

を併せて添付して所轄庁に提出する必要があります。 

 

定款の変更にあたり所轄庁に対して提出された書類の一部は、受理した日から１カ月間、

公衆の縦覧に供することとなります。所轄庁は、申請書の受理後３カ月以内に認証又は不

認証の決定を行います(法 25⑤)。 

認証後、ＮＰＯ法人は、目的等、登記事項に変更があった場合には、２週間以内に主た

る事務所の所在地での登記が必要となります(組登令３①)。 

登記完了後、ＮＰＯ法人は、当該登記をしたことを証する登記事項証明書及び定款変更

認証決定通知書の写しを添えて、定款の変更の登記完了提出書を所轄庁に提出する必要が

あります(法 25⑦)。 

 

(注) 所轄庁の変更を伴う定款の変更がある場合には、変更前の所轄庁(旧所轄庁)を経由

して変更後の所轄庁(新所轄庁)に提出することとなります(法 26)。つまり、ＮＰＯ法

人は変更前の所轄庁に当該書類を提出することとなります。 
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○ 定款変更時(認証申請が必要な場合)に提出する書類 

 (1) 定款変更認証申請時に提出する書類 

提出書類のリスト 参照ページ 

定款変更認証申請書（規則様式７） 41 

定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本 42 

変更後の定款 ― 

 

(2) 上記(1)のほか、行う事業の変更を伴う定款の変更である場合に限り提出する書類 

提出書類のリスト 参照ページ 

定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書 43～46 

定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の活動予算書 47～50 

(注)「定款の変更の日」とは、定款変更の認証が見込まれる日(申請から３カ月程度経過後の日) 

 

(3) 上記(1)(2)のほか、所轄庁の変更を伴う定款の変更である場合に限り提出する書類 

提出書類のリスト 参照ページ 

役員名簿（要綱様式１） 

(役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての 報酬の有無を記

載した名簿) 

53 

確認書 54 

前事業年度の事業報告書 

活動計算書 

貸借対照表 

財産目録 

年間役員名簿 

前事業年度の社員のうち 10 人以上の者の名簿 

又は(設立後これらの書類が作成されるまでの間は) 

設立の時の事業計画書、活動計算書、財産目録 

14～15 

16～19 

20 

24 

37 

38 

又は設立の手引の 

32～35、39～46、47 

 

 

○ 定款変更認証後に提出する書類 

提出書類のリスト 参照ページ 

定款の変更の登記完了提出書（規則様式１１） 51 

登記事項証明書 ― 

定款変更認証決定通知書の写し ― 
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イ 届出のみが必要な場合(認証を受ける必要がない場合) 

所轄庁変更を伴わない事務所の所在地の変更や役員の定数の変更などの以下のフローの①

(1)～(8)に掲げる事項のみに係る変更の場合には、所轄庁の認証は不要であり、所轄庁に対す

る届出のみが必要となります。この場合、条例で定めるところにより、遅滞なく、当該定款の

変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添えて、その旨を所轄庁に届け出

なければなりません(法 25⑥)。また、法人は、事務所の所在地の変更があった登記事項に変更

があった場合には、２週間以内に主たる事務所の所在地での登記が必要となります。（組登令３

①、組登令 11③）登記完了後、登記事項証明書及び定款変更認証決定通知書を添えて定款の変

更の登記完了提出書を所轄庁に提出する必要があります(法 25⑦)。 

 

 

 

≪参考≫定款の変更認証申請から登記完了の届出までのフロー ≪参考≫定款の変更認証申請から登記完了の届出までのフロー ≪参考≫定款の変更認証申請から登記完了の届出までのフロー ≪参考≫定款の変更認証申請から登記完了の届出までのフロー 

(2 週間以内) 

ＮＰＯ法人 ＮＰＯ法人 ＮＰＯ法人 ＮＰＯ法人 

②公告 ②公告 ②公告 ②公告 

又は 又は 又は 又は 

インターネットインターネットインターネットインターネット

の 利 用の 利 用の 利 用の 利 用

に よ るに よ るに よ るに よ る

公表公表公表公表    

 

①定款変更認証①定款変更認証①定款変更認証①定款変更認証

申請書類の提出 申請書類の提出 申請書類の提出 申請書類の提出 

( P

③認証・不認証の③認証・不認証の③認証・不認証の③認証・不認証の

決定 決定 決定 決定 

所 轄 庁 所 轄 庁 所 轄 庁 所 轄 庁 

(札 幌 市) (札 幌 市) (札 幌 市) (札 幌 市) 

  提出

(申請) 

  提出

(届出) 

縦

覧

期

間

１

カ

月 

３

カ

月

以

内 

軽微な補正 

(2 週間以内) 

(遅滞なく) 

    

⑥社員及び利害関係⑥社員及び利害関係⑥社員及び利害関係⑥社員及び利害関係

者への閲覧 者への閲覧 者への閲覧 者への閲覧 

 

市 民 市 民 市 民 市 民 

縦覧書類 縦覧書類 縦覧書類 縦覧書類 

・変更後の定款 

・事業計画書 

(事業の変更を伴う場合) 

・活動予算書 

(事業の変更を伴う場合) 

④登記(主たる④登記(主たる④登記(主たる④登記(主たる

事務所の所在事務所の所在事務所の所在事務所の所在

地での登記) 地での登記) 地での登記) 地での登記) 

閲覧書類 閲覧書類 閲覧書類 閲覧書類 

･変 更 後 の 定 款 

・登記事項証明書  

・定款変更認

証決定通知書

の写し    

  通知 



8 

 

○ 定款変更時(届出のみが必要な場合(認証を受ける必要がない場合))に提出する書類 

提出書類のリスト 参照ページ 

定款変更届出書（規則様式１０） 52 

定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本 42 

変更後の定款 ― 

 

○ 定款変更後に提出する書類 

提出書類のリスト 参照ページ 

定款の変更の登記完了提出書（規則様式１１） 51 

登記事項証明書 ― 

 

 

 

 

 

 

 

≪参考≫定款変更の届出のみが必要な場合のフロー ≪参考≫定款変更の届出のみが必要な場合のフロー ≪参考≫定款変更の届出のみが必要な場合のフロー ≪参考≫定款変更の届出のみが必要な場合のフロー 

ＮＰＯ法人 ＮＰＯ法人 ＮＰＯ法人 ＮＰＯ法人 

①定款変更の届出 ①定款変更の届出 ①定款変更の届出 ①定款変更の届出 

(以下の事項のみを含む定款の変更) (以下の事項のみを含む定款の変更) (以下の事項のみを含む定款の変更) (以下の事項のみを含む定款の変更) 

(1) 事務所の所在地の変更(所轄庁の変更

を伴わない場合に限る) 

(2) 役員の定数の変更 

(3) 資産に関する事項の変更 

(4) 会計に関する事項の変更 

(5) 事業年度の変更 

(6) 解散に関する変更(残余財産の処分に

関する事項を除く) 

(7) 公告の変更 

(8) 法 11 条第 1 項各号にない事項(合併に

関する事項、職員に関する事項、賛助会

員、顧問等に関する事項) 

②主たる事務所の②主たる事務所の②主たる事務所の②主たる事務所の

所在地での登記 所在地での登記 所在地での登記 所在地での登記 

所 轄 庁 所 轄 庁 所 轄 庁 所 轄 庁 

(札 幌 市) (札 幌 市) (札 幌 市) (札 幌 市) 

  届出 

(2 週間以内) 

  提出(届出) 
届出の受理 届出の受理 届出の受理 届出の受理 

書類の確認 書類の確認 書類の確認 書類の確認 

    

届出の受理 届出の受理 届出の受理 届出の受理 

書類の確認 書類の確認 書類の確認 書類の確認 

    

・閲覧書類の最新化 

・変更後の定款 
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規則様式７ (法第 25 条第４項関係) 

 

 年  月  日  

(宛先)札幌市長 

 

                      名    称 

                      代表者の氏名            

                      電 話 番 号 

 

定款変更認証申請書 

 

下記のとおり定款を変更することについて、特定非営利活動促進法第２５条第３項の認

証を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

記 

１ 変更の内容 

 

 

 

 

 

 

 

２ 変更の理由 

 

[作成上の注意事項] 

１  １には、変更しようとする定款の規定について、変更前と変更後とを対照させてそ

の違いを明らかにしてください。また、変更しようとする時期を定めている場合には、

その旨も記載してください。これにより難いときは、当該事項を記載した別紙を添付し

てください。 

 

≪参考≫ 所轄庁変更を伴う定款変更認証申請の場合添付するもの 

・役員名簿(役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記載した

名簿をいう。)［２部］ 

・法第２条第２項第２号及び法第 12 条第１項第３号に該当することを確認したことを示

す書面 [１部] 

・直近の法第 28 条第１項に規定する事業報告書等(設立後当該書類が作成されるまでの

間は第 10条第１項７号の事業計画書、同項８号の活動予算書及び第 14条の財産目録、

合併後当該書類が作成されるまでの間は第 34 条第５項において準用する第 10 条第１

項７号の事業計画書、第 34 条第５項において準用する第 10 条第１項第８号の活動予

算書及び法第 35条第１項の財産目録) [２部] 

申請書の提出年月日を記載

する 

法人印 

新旧条文等の対照表は、以下のように作成する 

  

新(変更後) 旧(現行) 

第○条 ○○○○･･･ 第○条 △△△△･･･ 
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記載例(法第 25 条第 4項関係) 

 

 

特定非営利活動法人○○○○第△△会社員総会議事録 

 

 

１ 日 時 ・・・・・・・・ 

２ 場 所 ・・・・・・・・ 

３ 出席者数 ○○名(うち書面表決者△△名、表決委任者□□名) 

４ 審議事項 

 

・ 社員総数及び定款変更議決に必要な定足数の確認 

・ 定款変更に関する事項 

・ 事業計画及び活動予算に関する事項(行う事業の変更の場合) 

・ 特定非営利活動促進法第２条第２項第２号及び法第 12 条第１項第３号に該当することの 

確認(所轄庁の変更を伴う場合) 

  

等 

 

 

５ 議事の経過の概要及び議決の結果 

 

 

６ 議事録署名人の選任に関する事項 

 

 

以上、この議事録が正確であることを証します。 

 

○○年○○月○○日 

 

議    長 ○○○○      印  

議事録署名人 △△△△      印  

同    □□□□      印  

謄本を１部提出する 

原本は申請者が保管する 

書面表決者又は表決委任者がある場合

にあっては、その数を付記する。 
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定款変更の認証を受けた事業年度の事業計画書 

 

  年  月  日  年  月  日  年  月  日  年  月  日から  年  月  日まで 

 

 

特定非営利活動法人       

 

１ 事業実施の方針 

・ 

 

 

 

 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の 

 実施予定日時 

(B)当該事業の 

実施予定場所 

(C)従事者の 

予定人数 

(D)受益対象 

者の範囲 

(E)予定人数 

事業費の 

予算額 

(単位：千円) 
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(2) その他の事業 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施予定日時 

(B)当該事業の実施予定場所 

(C)従事者の予定人数 

事業費の 

予算額 

(単位：千円) 
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記載例(法第 10条第１項第７号関係) 

 

 

○○年度の事業計画書 

 

○○年○○月○○日から○○年○○月○○日まで 

 

 

特定非営利活動法人○○○○ 

 

１ 事業実施の方針 

・以下の事業を確実に実施することを目標とする。 

・前事業年度に発足させたホームページの開設準備委員会の検討ついては、検討結果を

通常総会に付議できるよう議論を進める。事業年度内の開設を目標とする。 

 

 

 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の 

実施予定日時 

(B)当該事業の 

実施予定場所 

(C)従事者の 

予定人数 

(D)受益対象 

者の範囲 

(E)予定人数 

事業費の 

予算額 

(単位：千円) 

①環境美化

を目的と

して清掃

を行う事

業 

 

・地域の通学路や駅周辺の

清 

掃を行う。 

 

 

(A)年２回(５月

と１０月に行

う。) 

(B)地域の通学路

や駅周辺 

(C)２０人 

(D)通学路や

駅を利用

する市民 

(E)不特定多

数 

６００ 

 

 

 

②活動支援

を目的と

して助言

を行う事

業 

 

・地域の通学路や駅周辺の

清掃を行う活動の実施を

検討している他の団体を

支援するため、電子メー

ルの利用による助言窓口

を開設する。 

(A)ホームページ

の開設後、随

時実施する。 

(B)主たる事務所 

(C)３人 

(D)助言を希

望する団

体 

(E)４団体 

２００ 

 

実施する予定の事業は、

(A)から (E)までの事項を

もれなく記載する 

活動予算書の事業費と

合計額を一致させる 
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③自然環境

の保護に

関する講

演会を開

催する事

業 

・大学、行政、他の特定非

営利活動法人に所属し、

自然環境の保護に関する

研究や実務に携わってい

る方々を招き、講演会を

開催する。 

(A)年２回(１月

と７月に開催

する。) 

(B)□□市文化会

館 

(C)９人 

(D)自然環境

の保護に

関心があ

る市民 

(E)各回６０

人 

１，３００ 
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50 
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規則様式１１(法第 25条第７項関係) 

 

 

                                 年  月  日 

 

(宛先)札幌市長 

 

                       名    称 

                       代表者の氏名            

                       電 話 番 号 

 

 

定款変更登記完了提出書 

 

 

定款変更の登記を完了したので、特定非営利活動促進法第２５条第７項の規定により、

登記事項証明書を提出します。 

    

    

    

    

    

    

    

[作成上の注意事項] 

１ この提出書には、登記事項証明書２部（うち、写し１部）及び定款変更認証決定通知書の

写し２部を添付してください。 

提出書の提出年月日をもれ

なく記載する 
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規則様式 10(法第 25条第６項関係) 

 

 年  月  日 

(宛先)札幌市長 

名    称 

                       代表者の氏名            

                       電 話 番 号 

 

定款変更届出書 

 

 

下記のとおり定款を変更したので、特定非営利活動促進法第２５条第６項の規定により、

関係書類を添えて届け出ます。 

記 

 

１ 変更の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

[作成上の注意事項] 

１ １には、変更した定款の規定について、変更前と変更後とを対照させてその違いを明

らかにしてください。これにより難いときは、当該事項を記載した別紙を添付してくだ

さい。 

２ この届出書には、議事録の謄本１部及び変更後の定款２部を添付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

届出書の提出年月日をもれ

なく記載する 

新旧条文等の対照表は、以下のように作成する 

  

新(変更後) 旧(現行) 

第○条 ○○○○･･･ 第○条 △△△△･･･ 
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要綱様式１(法第 10条第１項第２号イ関係) 

 

 

役員名簿 

 

 

法人名 
 

 

 

 

 

役職名 氏 名 住 所 又 は 居 所 報酬の有無 

理事長 

 

副理事長 

 

理事 

 

 

 

監事 

 

 

○○○○ 

 

□□□□ 

 

△△△△ 

 

 

 

▽▽▽▽ 

 

 

・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・ 

 

 

 

・・・・・・・・ 

 

 

無 

 

無 

 

有 

 

 

 

無 

 

 

 

[作成上の注意事項] 

１ 「氏名」、「住所又は居所」、「報酬の有無」は、全ての役員について記載してくださ

い。 

２ 「氏名」、「住所又は居所」の欄には、札幌市特定非営利活動促進法施行条例第２条

第２項に掲げる書面によって証された氏名、住所又は居所を記載してください。 

３ 「報酬の有無」の欄には、定款の定めに従い報酬を受ける役員には「有」、報酬を受

けない役員には「無」を記入してください。 

４ 役員総数に対する報酬を受ける役員数(「報酬の有無」欄の「有」の数)の割合は、

３分の１以下でなければなりません。 

 

理事の職名を定めている場合は、それぞれの

理事について職名を記載する 

役員の住所又は居所を証する

書面と一致させる 
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記載例(法第 10 条第１項第４号関係) 

 

 

確 認 書 

 

 

特定非営利活動法人○○○○は、特定非営利活動促進法第２条第２項第２号及び同法第

１２条第１項第３号に該当することを、【  】年【  】月【  】日に開催された設

立総会において確認しました。 

 

 

○○年○○月○○日 

 

特定非営利活動法人○○○○           

設立代表者  住所又は居所 ・・・・       

氏名 ○○○○        印  

 

 

 

 

 

特定非営利活動促進法第２条第２項第２号の要件 

 

イ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とす

るものでないこと 

ロ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするもので

ないこと 

ハ 特定の公職の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対することを目的とするものでないこと 

 

 

特定非営利活動促進法第１２条第１項第３号の要件 

 

暴力団でないこと 

暴力団の統制下にある団体でないこと 

暴力団の構成員(暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ)の統制下にある団体でない

こと 

暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある団体でないこと 

 

 

住所又は居所を証する書面と

一致させる 


